
予　算　額 前年度予算額 増　　減

正会員受取会費

受取配分金

受取材料費等 △59,000

受取事務費

△2,819,000

労働者派遣事業受託収益 △2,819,000

職業紹介事業受託収益

△109,000

人材育成事業受託収益 △109,000

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益 △326,000

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職促進事業収益 △813,000

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職受託収益 △813,000

△504,000

受取連合交付金

受取市補助金 △2,400,000

受取寄付金

受取利息

雑収益

平成３１年度収支予算

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

（単位：円）

科 目

事業費

受取会費

収  支  予  算  書（損益ベース）

介護保険事業収益

受託事業収益

労働者派遣事業受託収益

受取補助金等

受取寄付金

雑収益

経常収益計

（2）経常費用

職業紹介事業受託収益

人材育成事業受託収益

周知徹底を図ります。

（２） 安全・適正就業について指導を行うため、安全委員・業務委員・地区

代表等による地区ごとや地区を越えた相互の就業現場の巡回パトロール

を実施します。

（３） 安全意識を高めるため、安全標語等を募集し、広く啓発に活用します。

また、「事故ゼロ」に向けた対策強化について調査・研究を進めるとと

もに、傷害・賠償事故が多発した場合、緊急警戒情報を発令し注意喚起を

行い、事故抑制に努めます。

（４） 加齢による身体機能の低下に対応するため、定期的な健康診断の受診

について呼びかけます。

（５） 「適正就業ガイドライン」の周知を図ると共に、一層の適正就業の推

進に努めます。

４ 会員意識の高揚と普及啓発の推進

（１） シルバー事業への理解と協力を得るため、定期的に会報を発行して会

員等へ情報提供を行います。また、総会をはじめ各種行事への積極的な参

加を呼びかけます。

（２） 各地区において街頭ＰＲ活動、ボランティア活動及び「福祉・介護・

健康フェア」をはじめ、各種イベント、行事等に参加し啓発活動に努めま

す。

（３） センターの事業・活動について、積極的にマスコミへの情報提供を行

うとともに、市報、新聞などへの広告掲載及びホームページの活用などに

より情報発信を行い、センターの魅力向上に努めます。

（４） 本年度、設立４０周年の節目の年を迎えることから、記念式典等を開

催します。

５ 研修・講習会等の充実

（１） 「親切・丁寧・安心」をモットーに、誠実な仕事を通じてセンターの

信頼を高めるため、職群別の技術や就業先におけるマナー向上を目指し

た研修・講習会を継続的に開催します。

（２） 入会説明会、安全講習会の充実・強化を図るため、引き続き研修会等

検討員会で検討を進めます。

（３） 職群の課題等について検討を進め、職群の充実に努めます。

（４） 職員の資質向上を図るため、新たな事業への対応や課題解決に向けた

各種研修会への参加及びセンター独自の研修を実施します。
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予　算　額 前年度予算額 増　　減科 目

支払配分金

支払材料費等 △59,000

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費 △14,000

役員等旅費交通費 △43,000

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

会議費

什器備品費

消耗品費

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料 △1,483,000

保険料 △405,000

諸謝金 △17,080,000

租税公課

負担金

委託費

教材費 △123,000

訓練委託費

作業適応訓練費

支払手数料

貸倒損失 △1,386,000

雑費

40周年記念事業費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

管理費



予　算　額 前年度予算額 増　　減科 目

福利厚生費

会議費

役員等旅費交通費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗品費

印刷製本費

光熱水料費 △81,000

賃借料

保険料

租税公課

支払負担金 △92,000

委託費

評価損益等調整前当期経常増減額 △4,850,000 △4,850,000

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額 △4,850,000 △4,850,000

当期一般正味財産増減額 △4,850,000 △4,850,000

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高 △4,850,000

△4,850,000

経常外収益計

経常費用計

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

（注）１．受取配分金・受取材料費の増加に連動する費用（支払配分金・支払材料費）に限り、
財務規程第１３条の規定に関わらず平成３１年度については、予算を超える執行を認め
るものとする。

経常外費用計

当期経常外増減額

Ⅱ　正味財産期末残高

（2）経常外費用

予　算　額 前年度予算額 増　　減科   　 目

支払配分金

支払材料費等 △59,000

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費 △14,000

役員等旅費交通費 △43,000

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

会議費

什器備品費

消耗品費

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料 △1,483,000

保険料 △405,000

諸謝金 △17,080,000

租税公課

負担金

委託費

教材費 △123,000

訓練委託費

作業適応訓練費

支払手数料

貸倒損失 △1,386,000

雑費

40周年記念事業費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

管理費
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公益目的事業会計

公１

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

受取会費

正会員受取会費

受託事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

労働者派遣事業受託収益

労働者派遣事業受託収益

職業紹介事業受託収益

職業紹介事業受託収益

　 人材育成事業受託収益

人材育成事業受託収益

介護保険事業収益

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職促進事業収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職受託収益

受取補助金等

受取連合交付金

受取市補助金

　 受取寄付金

受取寄付金

雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計

（2）経常費用

事業費

支払配分金

支払材料費等

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

役員等旅費交通費

法人会計
内部取
引消去

収　支　予　算　書　内　訳　表
（単位：円）

科    目 合　計



公益目的事業会計

公１
法人会計

内部取
引消去

科    目 合　計

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

会議費

什器備品費

消耗品費

介護消耗品費

修繕費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

保険料

諸謝金

租税公課

負担金

委託費

教材費

訓練委託費

作業適応訓練費

支払手数料

貸倒損失

雑費

　　 40周年記念事業費

管理費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

会議費

役員等旅費交通費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗品費

印刷製本費

光熱水料費

賃借料

保険料

租税公課

支払負担金

公益目的事業会計

公１

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

受取会費

正会員受取会費

受託事業収益

受取配分金

受取材料費等

受取事務費

労働者派遣事業受託収益

労働者派遣事業受託収益

職業紹介事業受託収益

職業紹介事業受託収益

　 人材育成事業受託収益

人材育成事業受託収益

介護保険事業収益

介護保険報酬収益

介護保険利用者負担金収益

高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職促進事業収益

　　  高齢者ｽｷﾙｱｯﾌﾟ・就職受託収益

受取補助金等

受取連合交付金

受取市補助金

　 受取寄付金

受取寄付金

雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計

（2）経常費用

事業費

支払配分金

支払材料費等

給料手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

役員等旅費交通費

法人会計
内部取
引消去

収　支　予　算　書　内　訳　表
（単位：円）

科    目 合　計
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公益目的事業会計

公１
法人会計

内部取
引消去

科    目 合　計

委託費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額 △4,850,000 △4,850,000

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額 △4,850,000 △4,850,000

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

経常外収益計

（2）経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額 △4,850,000 △4,850,000

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ　正味財産期末残高




